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小山広域保健衛生組合 

第２期エネルギー回収推進施設整備・運営事業基本契約書（案） 

 

小山広域保健衛生組合（以下「組合」という。）は、小山広域保健衛生組合第２期エネ

ルギー回収推進施設整備・運営事業（以下「本事業」という。）に関し、民間資金等の活

用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 117 号）に準じ、そ

の効果を最大限に発揮するため、建設及び運営に係る業務を一体の事業として民間の事業

者に発注することとした。組合は、総合評価一般競争入札により事業者の募集を実施し、

構成企業（代表企業である【 】、構成員である【 】及び【 】並びに協力企業である

【 】及び【 】で構成される【 】グループをいう。以下同じ。）を落札者として決定

した。構成企業は、組合との間で、本事業に関し、令和●年●月●日付け基本協定書を締

結した。構成企業は、基本協定書第３条の規定により、運営施設に係る運営業務を行わせ

るために、特別目的会社である【 】（以下「運営事業者」という。）を設立した。 

上記の経緯の下、組合は民間事業者との間で、本事業に関する基本的な事項について合

意し、次のとおり基本契約を締結する。 

 

（目的及び解釈） 

第１条 基本契約は、組合及び民間事業者が相互に協力し、本事業を円滑に実施するため

に必要な基本的事項を定めることを目的とする。 

２ 基本契約の本文に定義されていない用語の定義は、別紙１定義集に定めるところによ

る。 

 

（公共性及び民間事業の趣旨の尊重） 

第２条 民間事業者は、本事業が公共性を有することを十分に認識し、本事業の実施に当

たっては、その趣旨を尊重する。 

２ 組合は、本事業が民間事業者の創意工夫によって実施されることを十分に理解し、そ

の趣旨を尊重する。 

 

（事業の概要等） 

第３条 本事業において建設され、運営される施設の概要は別紙２に示すとおりとする。 

２ 本事業の期間は、別紙３記載の期間（以下「事業期間」という。）のとおりとする。 

３ 本事業において、民間事業者が行う業務は、別紙４記載のとおりとする。 

４ 本事業において、組合が行う業務は別紙５記載のとおりする。 

 

（役割分担） 

第４条 本事業の実施において、代表企業、構成員、協力企業及び運営事業者は、別途合

意した場合を除き、それぞれ次に定める役割及び業務実施責任を負う。 

[提案書の内容に従って記載します。] 

(1) 代表企業 ：【 】 

        役割：【 】  

(2) 構成員  ：【 】  
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        役割：【 】  

(3) 協力企業 ：【 】  

        役割：【 】  

(4) 運営事業者：【 】  

        役割：【 】  

 

（共同企業体の組成） 

第５条 民間事業者のうち設計企業及び建設企業は、本事業のうち別紙４第１項記載の設

計・施工に関する業務（以下「設計・施工業務」という。）を一括して請け負うに当た

り、設計企業及び建設企業から成る特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」とい

う。）を組成するものとし、共同企業体の組成及び運営に関し、共同企業体協定書を締

結の上、これを維持するものとする。 

２ 共同企業体は、前項の定めるところに従って協定書を締結した場合、速やかにその写

しを組合に提出するものとする。この場合において、当該協定書を変更したときは、速

やかに変更後の協定書又は変更のための覚書その他変更内容を証する書面を組合に提

出するものとする。 

 

（運営事業者の運営） 

第６条 構成員は、本事業の業務の一部である運営業務を遂行させることのみを目的とし

て、運営事業者を適法に新設したものであることを確認する。 

２ 構成員は、運営事業者の設立及び運営に関して締結した株主間の契約がある場合には、

当該契約が、次に定める事項を含み、かつ、構成員が次に定める事項に反する書面又は

口頭による合意を締結していないことを表明し保証する。また、構成員及び運営事業者

は、運営事業者の運営に関し、次に定めるとおり、これを遵守する。この場合において、

当該遵守義務は構成員及び運営事業者が連帯債務として負担するものとする。 

(1) 運営事業者は会社法（平成17年法律第86号。以下「会社法」という。）が定める株

式会社であるところの取締役会設置会社かつ監査役設置会社とすること。 

(2) 運営事業者の本店所在地を構成市町内とし、構成市町以外の土地に移転しないこと。 

(3) 運営事業者の担当する業務は、運営業務の受託及び基本契約において運営事業者が

担当すべきとされるその他の業務のみとし、運営事業者の目的をその範囲に限定する

こと。 

(4) 運営事業者の株式は譲渡制限株式の１種類とし、運営事業者の定款に会社法第107

条第２項第１号に定める事項を規定すること。 

(5) 運営事業者の資本金は【 】円とし、事業期間中これを維持すること。 

(6) 運営事業者の各年度の決算期を各年度３月末日とすること。 

(7) 構成員の全てが運営事業者の出資の全額を出資し、かつ、代表企業の株式保有割合

が出資者中50パーセントを超えることを確認の上、事業期間を通じて、これらを維持

すること。 

(8) 構成員は、運営事業者が債務超過に陥った場合又は資金繰りの困難に直面した場合

には、構成員の全部が連帯して、運営事業者を倒産させず、運営事業者が運営業務委

託契約上の債務を履行できるよう、当該事業年度において支払われる運営費総額を上
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限として、運営事業者への追加出資、劣後融資その他組合が適切と認める支援措置を

講ずること。 

(9) 構成員は、運営事業者が運営業務を実施するための人員を確保することに協力する

こと。 

３ 構成員は、各自の保有する議決権を行使して、前項第１号から第６号までの定めに反

して運営事業者の本店所在地、運営事業者の目的、運営事業者の資本金額、運営事業者

の決算期その他の定款記載事項の変更を行う株主総会議案に賛成しないものとする。 

４ 運営事業者は、設立後速やかに、原始定款の原本証明付写しを組合に提出するものと

する。また、当該定款を変更したときには、その都度速やかに変更後の定款の原本証明

付写しを、組合に提出するものとする。 

５ 構成員又は運営事業者は、基本契約の終了に至るまでに、次の各号に定める行為のい

ずれかを行う場合、事前にその旨を組合に対して書面により通知し、その承諾を得た上

で、これを行うものとする。この場合において組合に対する通知には、当該行為の内容、

当該行為の相手方、新しく株主又は筆頭株主になる者の住所及び氏名又は商号並びに当

該行為後の運営事業者の議決権比率その他構成員が必要と認める事項を記載するもの

とする。 

(1) 運営事業者の株式の第三者に対する譲渡、担保権設定又はその他の処分及びその承

諾 

(2) 設立時の株主以外の第三者の新株又は新株予約権の発行その他の方法による運営

事業者への資本参加の決定 

(3) 構成員による出資が出資比率の100パーセントを下回ること又は代表企業の出資が

50パーセント以下となることとなる新株若しくは新株予約権の発行その他の方法に

よる増資 

(4) 事業期間中における運営事業者の資本金の額を【 】円未満にする減資 

６ 構成員又は運営事業者は、前項の規定により組合の承諾を得て同項各号に定める行為

のいずれかを行った場合には、当該行為に係る契約書その他の合意文書の写しを、その

締結後速やかに、同項各号の第三者、増資を引き受ける者又は減資後の各株主が作成し

た別紙６の様式による誓約書を添えて組合に対して提出するものとする。 

７ 運営事業者は、経営の透明性を確保するために、翌事業年度の事業収支予定表を添付

した翌事業年度の経営計画書を、運営事業者が別途定めて組合が承認した様式により作

成の上、組合に提出し、運営期間中、各事業年度の運営業務が開始する30日前まで（運

営期間の初年度については、運営開始日の30日前まで）に組合の承諾を得なければなら

ない。組合は、当該経営計画を確認し、特定事業契約に照らして疑義がある場合には、

運営事業者に対し、質問、修正要望等を行うことができるものとする。この場合におい

て、運営事業者は、組合の質問、修正要望等に誠意をもって対応しなければならない。 

８ 運営事業者は、経営の健全性及び透明性を確保するために、会社法上作成が要求され

る各事業年度の決算期に係る事業報告、計算書類及び附属明細書並びに監査報告書その

他組合が合理的な範囲で要求する書類（以下「財務諸表等」という。）を、その確定後

７日以内に組合に提出するものとする。 

９ 組合は、必要があると認める場合、財務諸表等の全部又は一部を公表することができ

るものとする。 
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10 組合は、財務諸表等を確認し、疑義がある場合には、質問等を行うことができるもの

とする。この場合において、運営事業者は組合の質問等に誠意をもって対応しなければ

ならない。 

 

（特定事業契約） 

第７条 建設請負事業者は、設計・施工業務に関し、組合との間で、建設工事請負契約を

基本契約の締結日付けで仮契約として締結する。当該建設工事請負契約の仮契約は、組

合議会の議決を得ることを停止条件として本契約としての効力を生ずるものとする。 

２ 運営事業者は、運営業務に関し、組合との間で、運営業務委託契約を基本契約の締結

日付けで仮契約として締結する。当該運営業務委託契約は、建設工事請負契約が組合議

会の議決を得ることを停止条件として本契約としての効力を生ずるものとする。。 

３ 特定事業契約の締結は、本基本契約によるほか、法令及び小山広域保健衛生組合財務

規則（昭和58年4月1日規則第16号。以下「財務規則」という。）によるものとする。 

４ 法令、財務規則及び特定事業契約に定めのない事項については、必要に応じて組合と

民間事業者とが協議の上で定めるものとする。 

 

（設計・施工業務） 

第８条 設計・施工業務の概要は、別紙４第１項に記載のとおりとする。 

２ 別段の合意がある場合を除き、建設請負事業者は、建設工事請負契約の定めるところ

に従い、建設工事請負契約が本契約としての効力を生じた後速やかに、業務に着手し、

本施設を完成させて令和９年３月末日までに組合への引渡しを完了するものとする。 

３ 前２項に規定するほか、設計・施工業務の詳細は、建設工事請負契約の定めるところ

によるものとする。 

４ 本事業が DBO 事業である主旨を踏まえ、設計・施工業務の実施にあたっては、運営事

業者からの意見、要望等が施設整備に十分に反映されるように努めるものとする。 

 

 

（運営業務） 

第９条 運営業務の概要は、別紙４第２項に記載のとおりとする。 

２ 別段の合意がある場合を除き、運営業務に係る業務遂行期間は、令和７年４月１日に

開始し、令和 29 年３月末日に終了するものとする。 

３ 前２項に規定するほか、運営業務の詳細は、運営業務委託契約の定めるところによる

ものとする。  

４ 運営企業は、運営業務を運営業務委託契約の定めるところによって運営事業者から受

託し、これを確実に遂行する。当該業務の遂行のため、運営事業者と運営企業との間で

業務委託契約（以下「業務委託契約」という。）を締結することとし、組合の事前承諾

なく業務委託契約を締結、変更及び解除してはならない。 

５ 運営企業の法的倒産手続の開始その他の事由で、運営企業が業務委託契約上の受託業

務の遂行が困難であると認められる場合にあっては、組合は、運営事業者に候補者の探

索を要請することができる。この場合において、運営事業者は、運営企業に代わって運

営業務を遂行する者の候補者（入札説明書等で定める運営企業が備えるべき参加資格条
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件の全てを満たすものに限る。以下「後継運営企業候補者」という。）を探索する。 

６ 前項の場合において、運営事業者は、運営企業に代わって運営業務を遂行することに

つき、後継運営企業候補者から内諾を得た上で、後継運営企業候補者の情報その他組合

が合理的に求める情報を開示して後継運営企業候補者への運営業務の引継ぎの検討を

書面で組合に打診する。当該打診が基本契約を解除する前になされ、かつ、当該打診内

容に取り組むべき合理的な理由がある場合においては、法令その他組合の定める諸規定

が許容する限り、組合は、その裁量で、当該打診を組合において検討する期間中、基本

契約を解除しないことができる。 

７ 組合は、前項の規定により後継運営企業候補者への運営業務の引継ぎを検討した結果、

当該引継ぎの妥当性、必要性又は許容性を合理的に認めた場合は、当該引継ぎを承諾す

る旨の通知を運営事業者に対して行うものとする。運営事業者は、当該通知を受領した

場合、運営企業又は後継運営企業候補者との間で、次の各号に掲げる契約のいずれかを

締結し、これに合理的な協力を尽くすものとし、当該契約の締結後直ちに、その写しを

組合に提出しなければならない。この場合において、運営企業は、組合の当該通知の内

容に従うとともに、当該契約の履行が円滑になされるよう合理的な協力を尽くすものと

する。 

(1) 運営事業者と運営企業との間の既存契約上の運営企業の地位を後継運営企業候補

者に承継させる契約 

(2) 運営期間の残存期間に係る運営業務の遂行に関する新規の契約 

 

（運営事業者の支援等） 

第 10 条 代表企業は、運営業務委託契約に基づく運営事業者の組合に対する損害賠償義

務、違約金支払義務その他一切の金銭債務の履行を連帯保証し、運営業務委託契約の締

結と同時に別紙７の様式の保証書を組合に提出する。 

２ 前項の保証の上限額は、保証債務の履行請求のあった日を基準日とする残期間運営費

の総額の 10 分の１に相当する額又は各事業年度において適用される年間計画処理量及

び計画ごみ質等に基づき算出する運営費（運営変動費については、年間計画処理量及び

計画ごみ質等に基づき算出する。）の当該事業年度における総額の２分の１に相当する

額のいずれか大きい額に相当する額（以下この条において「保証上限額」という。）と

する。なお、組合の保証債務履行の請求に基づき代表企業が支払った金額は、当該保証

債務に係る債務が代表企業の故意若しくは過失又は運営事業者及び代表企業間の契約

において代表企業の責めに帰すべき事由により発生したものである場合又は保険によ

り、若しくは第三者（運営事業者を含む。）が履行した保証債務について填補されてい

る場合を除き、保証上限額から控除し、以後、当該控除後の金額をもって新たな保証上

限額とする。 

 

（再委託等） 

第11条 第７条の規定により締結された契約に基づき請け負い、又は受託した業務に関し、

建設請負事業者及び運営事業者は、合理的に必要と認められる部分について、当該契約

の定めるところに従って第三者に再委託又は下請負させることができる。 

２ 民間事業者は、設計・施工業務及び運営業務の実施において、組合の構成市町（小山
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市、下野市及び野木町の2市１町をいう。以下同じ。）の住民の雇用促進及び地元企業

（組合の構成市町の区域内に本社又は本店を有する企業をいう。）の活用に配慮し、地

域の活性化及び地域貢献に努めるものとする。 

３ 運営事業者は、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）の趣旨

に従い、運営業務の実施において可能な限り障がい者を雇用するよう努めるものとする。 

 

（権利義務の譲渡の禁止） 

第12条 組合及び民間事業者は、相手方の事前の承諾なく、基本契約上の権利義務につい

て、第三者への譲渡、担保権の設定その他の処分（これらの予約を含む。）をしてはな

らない。ただし、第９条第５項から第７項までの規定により後継運営企業候補者が運営

企業から運営業務の引継ぎを行う場合には、民間事業者は、運営企業の基本契約上の地

位並びに当該地位に基づく権利及び義務（既に発生しているものを除く。）を後継運営

企業候補者へ承継させるものとし、組合は、これを承諾するほか、覚書等の締結その他

必要な合理的な協力を行うものとする。 

 

（損害賠償） 

第13条 組合及び民間事業者は、基本契約上の義務を履行しないことにより相手方に損害

を与えた場合、その損害を合理的な範囲で賠償しなければならない。この場合において、

民間事業者の組合に対する賠償義務については、民間事業者の全部が連帯して責任を負

うものとし、組合は、民間事業者の全部に対して、組合が被った損害の全額について賠

償請求できるものとする。 

 

（契約の不調） 

第14条 組合及び民間事業者のいずれの責めにも帰すことのできない事由により建設工

事請負契約が本契約として成立に至らなかった場合は、基本契約及び運営業務委託契約

は効力を生じないまま、当然に終了するものとする。この場合において、当該契約の当

事者となるべき者が当該契約の締結又は履行の準備に関して支出した費用は各自の負

担とし、相互に債権債務関係の生じないことを確認する。 

 

（契約の終了） 

第15条 基本契約及び運営業務委託契約は、建設工事請負契約の締結について組合議会の

議決を得ることを停止条件として効力を生じ、基本契約が終了するまで、基本契約の各

規定は組合及び民間事業者を、運営業務委託契約の各規定は組合及び運営事業者を、そ

れぞれ法的に拘束するものとする。運営事業者は、運営期間終了後の引継ぎ時において

組合の定める要求水準を満足する状態で運営施設を組合に引き継ぐものとする。なお、

運営期間終了後の措置については、要求水準書等に従うものとする。 

２ 建設工事請負契約及び運営業務委託契約の全てが終了した日をもって基本契約は終

了するものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、組合は、民間事業者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、民間事業者に書面で通知することにより、基本契約を解除することができる。こ

の場合において、当該解除は、第13条に基づく組合の民間事業者に対する損害賠償請求
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を妨げない。また、基本契約を解除する場合、建設工事請負契約及び運営業務委託契約

のうち未履行義務の存する契約については、同時に解除されるものとする。 

(1) 民間事業者が基本契約のいずれかの規定に違反した場合において、組合が相当の是

正期間を設けて、当該違反の治癒を請求したにもかかわらず、当該期間内に当該違反

が治癒されないとき。 

(2) 民間事業者が建設工事請負契約第50条の２第１項各号のいずれか又は第50条の３

各号のいずれかに該当するとき。 

(3) 建設工事請負契約又は運営業務委託契約を組合が解除したとき。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、民間事業者は、組合が次の各号のいずれかに

該当するときは、組合に書面で通知することにより、基本契約を解除することができる。

この場合において、当該解除は、第13条に基づく民間事業者の組合に対する損害賠償請

求を妨げない。また、基本契約を解除する場合、建設工事請負契約及び運営業務委託契

約のうち未履行義務の存する契約については、同時に解除されるものとする。 

(1) 組合が基本契約のいずれかの規定に違反した場合において、民間事業者が相当の是

正期間を設けて、当該違反の治癒を請求したにもかかわらず、当該期間内に当該違反

が治癒されないとき。 

(2) 建設工事請負契約又は運営業務委託契約を民間事業者が解除したとき。 

５ 前各項の規定にかかわらず、基本契約の終了後も、前２条及び次条の規定は有効とし、

当事者を法的に拘束し続けるものとする。 

  

（秘密保持等） 

第16条 組合及び民間事業者は、特定事業契約又は本事業に関連して相手方から秘密情報

として受領した情報を責任をもって管理し、特定事業契約の履行又は本事業の遂行以外

の目的で当該秘密情報を使用してはならず、相手方の事前の承諾なしに第三者に開示し

てはならない。  

２ 次に掲げる情報は、前項の秘密情報に含まれないものとする。 

(1) 開示の時に公知である情報 

(2) 開示される前に自ら正当に保持していたことを証明できる情報 

(3) 開示された後に、被開示者の責めに帰すことのできない事由により公知となった情

報 

(4) 組合及び民間事業者が基本契約に基づく秘密保持義務の対象としないことを書面

により合意した情報 

３ 第１項の規定にかかわらず、次に掲げる場合（第４号から第６号までの場合にあって

は、当該各号に定める当事者に開示する場合に限る。）には相手方の承諾を要すること

なく、相手方に対する事前の通知を行うことにより、秘密情報を開示することができる。

ただし、相手方に対する事前の通知を行うことが、権限ある関係当局による犯罪捜査等

への支障を来す場合は、事前の通知を行うことを要しない。 

(1) 弁護士、公認会計士、税理士又は国家公務員等の法令上の守秘義務を負う者に開示

する場合 

(2) 法令等に従い開示が要求される場合 

(3) 権限ある官公署の命令に従い開示する場合 
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(4) 組合が守秘義務契約を締結した者に開示する場合 

(5) 構成企業が運営事業者に開示する場合 

(6) 組合が運営施設の運営（保全、維持管理及び本事業後の改良を含む。）に必要と認

め、当該運営の関係者に開示する場合 

４ 組合は、前各項の規定にかかわらず、特定事業契約又は本事業に関して知り得た行政

情報に含まれるべき情報に関し、法令その他組合の定める諸規定により情報公開その他

の必要な措置を講ずることができる。 

５ 民間事業者は、特定事業契約又は本事業に関して知り得た個人情報の取扱いに関し、

法令に従うほか、組合の定める諸規定を遵守するものとする。 

 

（管轄裁判所） 

第17条 組合及び民間事業者は、基本契約に関して生じた当事者間の紛争については、宇

都宮地方裁判所をもって合意による第一審の専属的管轄裁判所とする。 

 

（誠実協議） 

第18条 基本契約に定めのない事項について必要が生じた場合又は基本契約に関し疑義

が生じた場合は、その都度、組合と民間事業者とが誠実に協議して定めることとする。 
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基本契約の成立を証するため、本書【 】通を作成し、各当事者記名押印の上、各自そ

の１通を所持する。 

各当事者は、小山広域保健衛生組合議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例（昭和58年小山広域保健衛生組合条例第19号）に基づき、小山広域保健衛生

組合第２期エネルギー回収施設建設工事請負契約が組合議会の議決を得ることを基本契

約の効力発生の停止条件とし、組合議会の当該議決を得た日から基本契約の効力を有する

ことを確認する。 

 なお、小山広域保健衛生組合第２期エネルギー回収施設建設工事請負契約が組合議会で

可決されなかった場合は、本基本契約は無効とし、これにより民間事業者に生ずるいかな

る損害についても、組合は、その責めを負わない。 

 

令和 年 月 日  

栃木県小山市大字塩沢 604 番地 

小山広域保健衛生組合 

管理者 浅 野 正 富 

 

 

(代表企業) 

[住 所] 

[商 号] 

[代表者] 

 

(構成員) 

[住 所] 

[商 号] 

[代表者] 

 

(協力企業) 

[住 所] 

[商 号] 

[代表者] 

 

(運営事業者) 

[住 所] 

[商 号] 

[代表者] 
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別紙１ 

定義集 

（50音順） 

 

「異常事態」とは、要監視基準値を上回る事態、停止基準値を上回る事態、環境保全基準

が達成されない事態その他の要求水準書等に規定する業務水準が達成されていない事態

をいう。 

 

「受入れ供給設備」とは、要求水準書第２章第２節２及び第３節２に規定される設備をい

う。 

 

「運営業務委託契約」とは、基本契約に基づき、組合と運営事業者とが運営施設の運営業

務の委託を目的として締結する運営業務委託契約をいう。 

 

「運営開始日」とは、建設工事完了日の翌日をいう。 

 

「運営完了日」とは、運営施設全ての運営開始日から20年を経過した日をいう。 

 

「運営期間」とは、運営開始日から運営完了日までの期間をいう。 

 

「運営企業」とは、運営事業者から運営業務を受託して運営施設の運営業務を行う企業を

いう。 

 

「運営業務」とは、運営業務委託契約第３条に規定された業務をいう。 

 

「運営事業者」とは、構成員が出資を行い、運営施設の運営業務を行うために設立される

特別目的会社をいう。 

 

「運営施設」とは、運営事業者が運営業務委託契約に基づき運営する本施設、現直搬ヤー

ド、新直搬ヤード、現資源物ヤード、新資源物ヤード及び災害廃棄物第２次集積所をいう。 

 

「運営準備期間」とは、運営業務委託契約締結日の翌日から運営開始日までの期間をいう。 

 

「運営費」とは、運営事業者が運営施設の運営業務を実施した対価として、組合が運営業

務委託契約に基づき運営事業者に支払う金額（消費税を含む。）をいう。 

 

「運転停止」とは、運営施設が計画に基づいた点検以外の事由により運転を停止した状態

をいう。 

 

「環境保全基準」とは、運営業務委託契約別紙５に規定された環境保全基準をいい、要監

視基準及び停止基準を含む。 
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「基本協定」とは、組合と構成企業とが運営事業者の設立及び特定事業契約の締結に関し

て締結した令和 年 月 日付けの小山広域保健衛生組合第２期エネルギー回収推進施

設整備・運営事業基本協定書をいう。 

 

「基本契約」とは、民間事業者に設計･施工業務及び運営業務を一括で委託し、又は請け

負わせる際に、基本的な事項を定めるために組合と民間事業者とが締結する契約をいう。 

 

「共同企業体」とは、設計企業及び建設企業から成る特定建設工事共同企業体（Joint 

Venture）である【 】をいう。 

 

「共同企業体構成員」とは、共同企業体を構成する共同企業体代表者以外の企業である

【 】をいう。 

 

「共同企業体代表者」とは、共同企業体を構成する代表者である【 】をいう。 

 

「業務報告書」とは、要求水準書第３章第６節２の規定に基づき運営事業者が作成する報

告書の総称をいう。 

 

「協力企業」とは、民間事業者のうち、構成員以外の者である【 】及び【 】をいう。 

 

「経営計画書」とは、運営事業者が作成する運営期間を通じた経営計画をいう。 

 

「計画ごみ質」とは、要求水準書第１章第４節１ 2) (2)及び第５節１ 2) (2)に示される

計画ごみ質をいう。 

 

「建設工事請負契約」とは、基本契約に基づき、組合と建設請負事業者とが本施設の設計

及び建設工事等の請負を目的として締結する建設工事請負契約をいう。 

 

「建設請負事業者」とは、民間事業者のうち、本施設の設計・施工業務を担当する共同企

業体をいう。 

 

「建設企業」とは、本施設の施工業務を担当する企業である【 】をいう。 

 

「建設工事完了日」とは、建設工事請負契約に基づいて本施設の組合に対する引渡しが完

了した日をいう。 

 

「建設工事完了予定日」とは、令和９年３月31日又は建設工事請負契約によって変更され

た日をいう。 

 

「建築物」とは、本施設のうち、プラントを除く建築施設をいう。 
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「構成員」とは、民間事業者のうち、代表企業である【 】、【 】及び【 】をいう。 

 

「構成企業」とは、構成員及び協力企業をいう。 

 

「工事用地」とは、本事業において本施設の設計・施工業務を行う場所で要求水準書第１

章第２節５に示される事業用地をいう。 

 

「残期間運営費」とは、この用語が使用される条項で定められる基準日から運営完了日ま

での運営業務に対して支払われる運営費（基準日が属する事業年度に適用される金額によ

り算出する。）の総額をいう。 

 

「試運転」とは、要求水準書等に基づき実施される、第２期焼却施設の試運転をいう。 

 

「事業年度」とは、毎年４月１日に開始し、翌年３月末日に終了する１年度をいう。 

 

「焼却主灰」とは、焼却炉の炉底から排出される焼却残留物をいう。 

 

「消費税」とは、消費税法（昭和63年法律第108号）に定める消費税及び地方税法（昭和

25年法律第226号）第２章第３節に定める地方消費税をいう。 

 

「処理対象物」とは、第２期焼却施設で処理するごみで、第２期焼却施設に搬入される燃

やすごみ（生活系一般廃棄物及び事業系一般廃棄物）、可燃系粗大ごみ、し渣、他施設か

らの可燃残渣等をいう。 

 

「処理不適物」とは、第２期焼却施設で処理できない不燃物、爆発性危険物等をいい、要

求水準書添付資料 資料10に示される処理不適物をいう。 

 

「成果物」とは、提案書、設計図書及び特定事業契約に基づいて建設請負事業者又は運営

事業者が組合に提出した一切の書類、図面、写真、映像等の総称をいう。 

 

「設計企業」とは、本施設の設計業務を担当する企業である【 】をいう。 

 

「選定委員会」とは、本事業の実施に際して必要となる事項の検討及び提案審査を行う目

的で、組合が設置する、学識経験者、構成市町職員等で構成される｢小山広域保健衛生組

合第２期エネルギー回収推進施設整備・運営事業 事業者選定委員会｣をいう。 

 

「代表企業」とは、民間事業者を代表する【 】をいう。 

 

「第２期焼却施設」とは、本事業で整備されるエネルギー回収型廃棄物処理施設（第２期

焼却施設）及びその他、本事業の建設工事請負契約に基づき建設整備する一切の施設・設
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備の総称をいう。 

 

「着工」とは、工事用地において本施設の建設工事の作業を開始することをいう。 

 

「提案書」とは、【 】グループが提出した入札書及び本事業に関する提案内容を記載し

た応募提案書類をいう。 

 

「提案飛灰処理物発生量」とは、提案書で提案された飛灰処理物の発生量をいう。 

 

「停止基準値」とは、運営業務委託契約別紙３第１項に規定された停止基準値をいう。 

 

「特定事業契約」とは、基本契約、建設工事請負契約及び運営業務委託契約の総称をいう。 

 

「特別目的会社」とは、運営施設の運営業務を実施するため、民間事業者が構成市町内に

設立する会社法（平成17年法律第86号）で規定する株式会社をいう。 

 

「入札説明書」とは、組合が本事業の事業者募集のための入札に関して公表した令和４年

４月４日付けの入札説明書をいう。 

 

「入札説明書等」とは、入札説明書及び入札説明書に合わせて組合が公表した資料その他

の補足資料（入札説明書の公表後の改正を含む。）並びに令和●年●月●日付け（その後

に公表したものを含む。）質問回答をいう。 

 

「年間計画処理量」とは、各事業年度の処理対象物の処理量をいう。 

 

「灰引取業者」とは、組合が委託契約をし、焼却主灰、飛灰、加湿飛灰又は飛灰処理物を

引き取る事業者をいう。 

 

「飛灰」とは、集じん装置、ボイラ及びその他排ガス処理系統で捕集された灰（集じん灰

等）をいう。 

 

「飛灰処理物」とは、有害物に係る溶出基準及び含有基準を満たし、かつ、資源化先の受

入基準を満たすよう、適正に処理した飛灰をいう。 

 

「不可抗力」とは、暴風、豪雨、洪水、地滑り、落盤、落雷、地震、火災その他の自然災

害又は騒擾、騒乱、暴動その他の人為的な事象（ただし、要求水準書において基準が定め

られている場合は、当該基準を超えるものに限る。）のうち、社会通念上通常要求される

一切の注意や予防方法を講じても、損害を防止できないものであって関係する契約の当事

者のいずれの責めにも帰さないものをいう。 

 

「プラント」とは、本施設のうち、処理対象物及び資源物の受入れ、処理等を行うために
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必要な全ての機械設備、電気設備及び計装制御設備等をいう。 

 

「法令等」とは、法律・政令・省令・命令・条例・規則若しくは通達・行政指導・ガイド

ライン又は裁判所の判決・決定・命令・仲裁判断若しくはその他公的機関の定める一切の

規定・判断・措置等をいう。 

 

「補修更新計画」とは、要求水準書第３章第５節５に基づいて作成される補修更新計画を

いう。 

 

「本施設」とは、本事業で整備されるエネルギー回収推進施設（第２期焼却施設）及びそ

の他、本事業の建設工事請負契約に基づき建設整備する一切の施設・設備の総称をいう。 

 

「民間事業者」とは、組合と特定事業契約を締結し、本事業を実施する構成企業及び運営

事業者をいう。 

 

「要監視基準値」とは、運営業務委託契約別紙３第１項に規定された要監視基準値をいう。 

 

「要求水準書」とは、組合が本事業の入札において公表した小山広域保健衛生組合第２期

エネルギー回収推進施設整備・運営事業要求水準書をいう。 
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別紙２ 事業概要等 

 

１ 事業名称 

小山広域保健衛生組合第２期エネルギー回収推進施設整備・運営事業 

 

２ 対象となる公共施設等の種類 

  一般廃棄物処理施設（ごみ焼却場） 

 

３ 事業目的 

本事業は、組合が将来にわたって安定的かつ安全なごみ処理体制を維持していくため、 

2026（令和8）年度中に新たな可燃ごみ等の処理施設等の整備を完了し、適切な運営

を行うことを目的とする。 

民間事業者は、本施設の機能面、安全面に配慮し、民間事業者が有する経営能力及び

技術的能力を活用して、効率的かつ効果的な事業を実施するとともに、コスト（建設費

及び運営費）低減を重視した計画とする。 

 

４ 事業概要 

本事業は、DBO 方式により実施する。本施設の設計・施工業務は、民間事業者単独又

は民間事業者が設立する共同企業体が行うものとする。運営施設の運営業務は、民間事

業者が設立する特別目的会社が行うものとする。 

なお、民間事業者は、30年間以上の施設使用を前提として設計・施工業務及び運営業

務を行うこととする。 

本施設の設計・施工業務については、循環型社会形成推進交付金（交付率1/2、1/3）

の対象事業として実施する予定である。 

 

４．１ 施設の立地条件 

1) 事業用地及び整備範囲 

事業用地：小山市大字塩沢 576 番地 15 の一部ほか 

整備範囲：事業用地のうち、本施設を整備する範囲 

2) 用地面積 

約 4.5ha 

3) 土地利用規制 

都市計画区域 ：都市計画区域内（市街化調整区域）（小山栃木都市計画区域） 

用途地域  ：指定なし 

防火地域  ：建築基準法第 22 条区域 

高度地区  ：指定なし 

日影規制 ：敷地境界から 10m 以内の範囲における日影時間 5 時間、10m 

を超える範囲における日影時間 3 時間（平均地盤面からの高

さ 4m） 

斜線制限  ：道路∠1.5、隣地 20m+∠1.25 

建ぺい率  ：60％以下 
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容積率  ：200％以下 

都市施設  ：ごみ焼却場 

緑化率      ：緑地面積率 10％以上 

   環境施設面積率 15％以上（工場立地法（工場立地に関する準則） 

現況地盤高  ：T.P.+21.66 m 

河川区域及び河川保全区域 ：指定あり（河川保全区域：堤防道路沿い敷地西側、河川区域 

から 15m まで。詳細は、募集要項に示す。） 

埋蔵文化財包蔵地 ：指定なし 

土砂災害警戒区域等：指定なし 

地下水採取規制 ：指定地域 

景観  ：小山市景観計画区域（地階を除く階数が 4 以上のもの、高

さが 12m を超えるもの、建築面積が 1,000m2 を超えるものは、

届出が必要） 

 

4) その他 

事業用地の周辺道路、敷地状況、地質概要、周辺概要等については、要求水準書等

に示すところによる。 

 

４．２ 施設概要 

本施設は、小山市・下野市・野木町全域から発生する処理対象物を受入れ、焼

却処理を行い、処理の過程で発生する熱エネルギーの有効活用を図る高効率のご

み発電設備を備えたごみ焼却施設及び関連施設からなる。施設の概要について次

に示す。 

1) ごみ焼却施設 

エネルギー回収型廃棄物処理施設（全連続燃焼式ストーカ炉） 

180t/日（90t/日×2 炉） 

2) 関連施設（要求水準書により整備される上記以外の全ての施設） 

 

以 上 
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別紙３ 事業期間 

 

１ 設計・施工期間 

契約締結日から 2027（令和９）年３月31日まで 

 

２ 運営期間 

2025（令和７）年４月１日から2047（令和29）年３月31日まで（22年間） 

 

３ 供用開始 

2025（令和７）年４月１日～：ごみ計量棟、新直搬ヤード、現直搬ヤード（古紙・古

布貯留棟として）運営開始 

2027（令和９）年４月１日～:運営施設全て運営開始 

 

 

 

以 上 
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別紙４ 民間事業者が行う業務 

 

１ 本施設の設計・施工に関する業務 

(1) 建設請負事業者は、組合と締結する建設工事請負契約に基づき処理対象物の適正な

処理が可能な本施設の設計及び施工を行う。 

(2) 設計・施工業務の範囲は、事前調査、測量、地質調査、提案書見直し、実施設計の

ほか、土木造成工事、建築物、プラント、その他関連設備の工事等、本施設の整備に

必要なもの全ての工事を含む。 

(3）建設請負事業者は、本施設の設計・施工等に伴って発生する建設廃棄物等の処理・

処分、計画通知等の本事業に必要な許認可手続、設計・施工期間にわたる有資格者の

配置、プラントの試運転及び引渡性能試験、長寿命化計画の策定、工事中の環境保全・

住民対応等の各種関連業務を行う。 

(4）建設請負事業者は、組合が行う循環型社会形成推進交付金の申請手続等の関係法令

に基づく許認可申請等について、必要な資料作成等（設計内訳書及び工事内訳書を含

む。）を行う。 

 

２ 運営に関する業務 

(1) 受付業務 

(2) 運転管理業務  

(3) 維持管理業務  

(4) 情報管理業務  

(5) 環境管理業務 

(6) 防災管理業務 

(7) 余熱利用及び売電業務 

(8) 保安・清掃・住民等対応業務 

(9) 見学者対応業務 

(10)災害発生時等対応業務 

(11)組合と別途合意する業務 

(12)その他上記に附帯関連する業務 

以 上 
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別紙５ 組合が行う業務  

 

１ 本施設の設計・施工に関する業務  

(1) 用地の確保 

(2) 業務実施状況のモニタリング 

(3) 建設費の支払 

(4) 周辺住民の対応 

(5) 本事業に必要な行政手続 

(6) その他上記を実施する上で必要な業務  

 

２ 運営に関する業務  

(1) 処理対象物の搬入業務※ 

(2) 運営モニタリング業務 

(3) 後納車両の料金徴収業務 

(4) 焼却主灰等運搬・資源化業務 

(5) 本事業で整備した施設以外の施設の補修・更新業務 

(6) 住民対応業務 

(7) 見学者対応業務 

(8) 運営費支払業務 

 ※ 組合構成市町所掌 

 

３ 本事業で整備した施設以外の施設の補修・更新  

(1)現資源物ヤード、160ｔ焼却施設の跡地に整備する新資源物ヤード及び災害廃棄物第

２次集積所の補修・更新・管理 

 

以 上 
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別紙６  

令和  年  月  日 

 

小山広域保健衛生組合 

管理者 浅野 正富 様 

 

誓 約 書 

 

 

【当社／私】は、本日現在、（特別目的会社名）の株式＿＿株を、保有しています。 

【当社／私】は、当該株式について譲渡、担保設定その他の処分をする場合には、事

前に小山広域保健衛生組合の承諾を得るものとし、当該処分の相手方から本誓約書と同

内容の誓約書を徴求して小山広域保健衛生組合に提出することをここに誓約します。 

 

 

[住 所] 

[商 号] 

[代表者] 
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別紙７ 

 

小山広域保健衛生組合 

管理者 浅野 正富 様 

 

保 証 書 

 

【 】（以下「保証人」という。）は、小山広域保健衛生組合第２期エネルギー回収推

進施設整備・運営事業（以下「本事業」という。）に関して、保証人が代表企業であると

ころの【 】グループが小山広域保健衛生組合（以下「組合」という。）との間で令和 年 

月 日に締結した小山広域保健衛生組合第２期エネルギー回収推進施設整備・運営事業

基本契約（以下「基本契約」という。）に基づいて、この保証書を提出する。 

なお、本保証書において用いられる用語は、特に定義された場合を除き、基本契約に

おいて定められたものと同様の意味を有するものとする。 

 

（保証） 

第１条 保証人は、運営施設の運営業務委託契約に基づく運営事業者の組合に対する損

害賠償債務及び違約金支払債務その他の金銭債務（以下総称して「主債務」という。

なお、同契約の締結時に予定されていた金銭債務に限らず、その後、同契約の規定に

基づき本事業の工期の変更、延長、工事の中止その他の事由により同契約又は主債務

の内容が変更となった場合における、当該変更後の債務を含む。）の履行を、運営事業

者と連帯して保証する。 

 

（履行の請求） 

第２条 組合は、保証債務の履行を請求しようとするときは、保証人に対して、組合が

別途定める様式による保証債務履行請求書を送付する。保証人は、当該保証債務履行

請求書を受領した日から 30 日以内に、当該請求に係る保証債務の履行を完了しなけれ

ばならない。 

 

（保証の上限） 

第３条 第１条の保証の額の上限は、保証債務の履行請求のあった日を基準日とする残

期間運営費（運営変動費については、年間計画処理量及び計画ごみ質等に基づき算出

する。）の総額の 10 分の１に相当する額又は各事業年度において適用される年間計画

処理量及び計画ごみ質等に基づき算出する運営費（運営変動費については、年間計画

処理量及び計画ごみ質等に基づき算出する。）の当該事業年度における総額の２分の１

に相当する額のいずれか大きい額に相当する額（以下この条において「保証上限額」

という。）とする。なお、組合の保証債務履行の請求に基づき保証人が支払った金額は、

当該保証債務に係る債務が保証人の故意若しくは過失又は運営事業者及び保証人間の

契約において保証人の責めに帰すべき事由により発生したものである場合又は保険に

より、若しくは第三者（運営事業者を含む。）が履行した保証債務について填補されて

いる場合を除き、保証上限額から控除し、以後、当該控除後の金額をもって新たな保
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証上限額とする。 

 

（求償権の行使） 

第４条 保証人は、組合の同意がある場合を除き、運営業務委託契約に基づく運営事業

者の債務が全て履行されるまで、保証人が本保証に基づく保証債務を履行したことに

より、代位によって取得した権利を行使することができない。 

 

（終了及び解約） 

第５条 保証人は、本保証を解約することができない。本保証は、主債務が消滅した場

合、終了するものとする。 

 

（管轄裁判所） 

第６条 本保証に関する訴訟、和解及び調停に関しては、宇都宮地方裁判所をもって合

意による第一審の専属的管轄裁判所とする。 

 

（準拠法） 

第７条 本保証は、日本国の法令に準拠するものとし、これによって解釈するものとす

る。 

 

以上の証として本保証書が２部作成され、保証人はこれに署名し、１部を組合に提出

するとともに、１部を自ら保有する。 

 

令和 年 月 日 

 

保証人 

[住 所] 

[商 号] 

[代表者] 

 


